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県政改革審議会 

 

兵庫県県政改革方針の令和７年度実施状況等について（意見） 
 

令和８年９月４日  

 

１ はじめに 

  兵庫県の目指す「躍動する兵庫」の実現に向け、県政改革方針に基づき県民と 

の信頼関係を基盤とした県政運営を着実に進めていく必要があるが、今般、起債 

許可団体へ移行したことは、きわめて重く受け止めなければならない。特に、財 

政健全化に向けた取組について、県民への説明責任を十分に果たしながら、将来 

にわたり安定した行財政基盤の確立を図ることが重要である。 

このため、令和７年度県政改革方針実施状況報告に加え、持続可能な財政運営 

に向けた今後の取組についても意見を述べる。 

 

令和７年度の決算収支は、税収環境の改善や歳出執行の効率化等を背景として、 

実質収支、実質単年度収支ともに黒字を確保している。一方で、過去の震災関連 

県債の影響や、行革期間中に発行した財源対策債の償還負担、急激な金利上昇の 

影響などを踏まえると、県財政を取り巻く環境は依然として厳しい状況にある。 

また、中東情勢の緊迫化やエネルギー価格の高止まり等を背景とした物価高騰が 

長期化しており、県民生活や地域経済への影響を踏まえ、県として機動的かつ適 

切な対応を継続して講じるべきである。 

令和８年度は、「躍動する兵庫 希望をつなぐ、未来をつくる」を基本として、

若者・子育て支援、安全安心な地域づくり、地域活力の向上などの取組が進めら 

れている。人口減少社会を見据え、若者の県内定着や地域への人の流れの創出に 

向けた取組を強力に推進する必要がある。 

また、県財政については、実質公債費比率の上昇や過去の公共用地先行取得等 

事業債に係る不適切な事務処理の判明など、新たな課題が生じている。今後は、 

公債費負担適正化計画の着実な推進や県民と市場の信頼確保に取り組むことが重 

要である。 

引き続き、持続可能な行財政基盤の確立を図るとともに、少子高齢化の進行や 

物価高騰など県政を取り巻く諸課題に的確に対応しながら、「躍動する兵庫」の実 

現に向けて県政改革を着実に推進されることを強く求める。 

 

２ 令和７年度決算を踏まえた財政運営に対する意見 

（令和７年度の決算） 

円安やインバウンド需要の拡大を背景とした非製造業等を中心とする好調な企業 

業績等による県税収入の増加や歳出不用等により、令和７年度決算における実質収 

支は119億87百万円、実質単年度収支は131億73百万円の黒字となっている。また、 
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普通交付税の減額精算等に伴う後年度の精算分を除いた場合でも、実質収支63億35 

百万円、実質単年度収支95億52百万円の黒字を維持している。今後も経済情勢や税 

収動向等に十分注視し、引き続き堅実な財政運営を徹底されたい。 

 

３ 令和７年度の取組に関する意見 

県政改革方針のもと策定した令和７年度実施計画に基づき、各分野において着実

な取組が進められた。なお、主な分野についての意見は、次のとおりである。 

 

 (1)財政運営 

 ① 行政施策 

事務事業について、令和７年度に事業のあり方等を検討した事業のうち、海

外事務所運営費については、行政課題の多様化や国際化の進展、民間等との連

携環境の変化を踏まえ、３事務所を段階的に廃止する方針が示された。また、

神戸マラソン開催費については、応募者数の増加や海外認知度の向上などの成

果を踏まえ、兵庫の魅力発信に資する重要なコンテンツとして、引き続き支援

を継続することとされた。今後も、各事業の必要性や実施効果を不断に検証す

るとともに、県と市町、民間事業者等との役割分担を踏まえながら、限られた

財源の下で最大限の効果を発揮できるよう、選択と集中を徹底し、効果的かつ

効率的な事業執行に取り組む必要がある。 

投資事業については、特別支援学校整備や県庁舎等再整備事業の進捗、緊急 

防災・減災事業の実施等により、投資事業費総額は前年度から増加した。今後 

は、厳しい財政状況を踏まえ、事業の必要性や緊急性、費用対効果を十分に検 

証しながら、頻発化・激甚化する自然災害への対応や社会資本の老朽化対策な 

ど、県民の安全・安心の確保に直結する重要施策への重点化を図るとともに、 

効率的かつ計画的な事業執行を推進されたい。 

公的施設等については、「公共施設等総合管理計画」等に基づき、県有施設 

の長寿命化や耐震化、市町管理施設への技術的支援などが進められている。ま 

た、PFI事業や長期指定管理の導入、指定管理施設の公募化の推進、PPP/PFIプ 

ラットフォームの設置に向けた取組など、民間活力の活用も進展している。 

一方で、人口減少や施設の老朽化、厳しい財政状況を踏まえ、将来を見据え 

た公共施設マネジメントの一層の推進が必要である。持続可能な財政運営検討 

会での議論や今年度末に予定されている公共施設等総合管理計画の改定を通じ、 

施設総量の適正化や有効活用、民間活力の活用をさらに進め、効率的かつ効果 

的な施設整備・管理運営に取り組まれたい。 

教育施策については、第４期「ひょうご教育創造プラン」に基づき、「『絆』 

を深め、『在りたい未来』を創造する力」の育成を重点テーマとして、学校段 

階に応じた教育の充実に向けた取組が着実に進められている。公立小・中学校 

においては、「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善や兵庫型 
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学習システムの推進により、児童生徒一人ひとりに応じたきめ細かな指導体制 

の充実が図られている。 

県立高校においては、「県立高等学校教育改革第三次実施計画」に基づく魅 

力ある学校づくりや教育環境整備に加え、ICT活用の日常化の推進により、学 

習活動や校務の効率化が進められている。また、「兵庫県GIGAスクール運営支 

援センター」による支援を通じて、教員の負担軽減と教育の質の向上の両立に 

取り組んでいる。 

さらに、特別支援教育においては、東播磨・阪神地域の狭隘化対策や但馬地 

域での発展的統合の推進に加え、「兵庫県立特別支援学校整備推進計画」の策 

定により、計画的な教育環境整備が進められている。今後も、多様な教育ニー 

ズへの対応や教育環境の充実を図るとともに、教員が能力を十分発揮できる環 

境整備を進め、子どもたちが安心して学び、社会の変化に対応できる力を育む 

質の高い教育の実現に向けた取組を継続されたい。 

 

② 収入の確保 

県税収入の確保については、令和７年度の県税徴収率が 99.2%となり、令和６ 

年度の不正軽油脱税事件の特殊要因を考慮すると 99.3%と過去最高を更新した。 

一方で、収入未済額は増加していることから、県内市町への徴収能力向上に向け 

た支援や、県税事務所と市町との連携強化による個人県民税の滞納対策の強化、 

近隣府県と連携した不正軽油対策の推進等、引き続き税収確保対策に取り組ま 

れたい。 

法人県民税超過課税、法人事業税超過課税及び県民緑税は、県民・事業者の理 

解と協力に支えられた重要な財源である。令和７年度は各税目で計画を上回る収 

入が見込まれ、また法人事業税超過課税及び県民緑税の延長が決定されたことか 

ら、若者・人材確保対策や産業振興、災害に強い森づくり等の県政課題に効果的 

に活用するとともに、充当事業の成果検証と情報発信を行い、納税者の理解促進 

に努められたい。 

ふるさとひょうご寄附金については、魅力あるプロジェクトの充実や返礼品の 

拡充、積極的な PR により、件数・金額とも大幅な伸びを示しており、自主財源 

確保に向けた取組の成果が認められる。また、ネーミングライツについても契約 

施設数及び契約金額が増加している。一方、企業版ふるさと納税は件数・金額と 

も前年度を下回っており、寄附ニーズを踏まえた事業の磨き上げや企業への働き 

かけを強力に推進すべきである。引き続き、寄附や広告、ネーミングライツなど

多様な財源確保策について工夫と改善を重ね、県政への参画と共感を促進する仕

組みづくりに取り組むことが重要である。 

  資金管理に関しては、積極的なIR活動やグリーンボンドの発行継続等により、 

投資家及び県民の県政に対する理解促進と県債引受基盤の強化、低利での資金 

調達に取り組んでいる。今後も市場動向や金利変動を的確に捉え、安定的かつ有 
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利な資金調達・運用の確保を図られたい。 

 

③ 公営企業・公社等の運営 

    企業庁においては、水道用水供給事業会計及び工業用水道事業会計で引き続 

き黒字を確保するとともに、地域整備事業会計は前年度の多額の評価損計上によ 

る赤字から収支が改善した。さらに、淡路夢舞台の創造的再生や播磨科学公園都 

市のあり方検討など、地域整備事業会計の収束に向けた取組も進められている。 

今後は、令和 20 年度を目途とする会計収束に向け、資産処分や進度調整地の活 

用を着実に推進するとともに、その進捗状況や方針について、関係団体及び県民 

に対し丁寧かつ分かりやすい情報発信に引き続き取り組まれたい。 

    病院事業では、経常収益は増加し、病床利用率や患者数、診療単価の上昇など 

により経営改善の取組の成果が見られ、経常損益も前年度から改善している。一 

方で、依然として 119 億円の赤字を計上しており、賃金や物価の高騰による給 

与費や材料費の増加など厳しい経営環境が続いている。県立病院経営対策委員 

会の提言を踏まえた収支改善策を着実に実施するとともに、地域医療機関との連 

携強化や効率的な運営、人材確保・育成を推進し、持続可能な経営基盤の確立を 

図られたい。引き続き、県民の命を守る最後の砦として、高度専門・特殊医療の 

提供と医療の質の向上に努められたい。 

    公社等については、社会経済情勢や県民ニーズの変化、民間活力の活用及び民 

間との適切な役割分担を踏まえ、兵庫丹波の森協会の運営体制見直しや、兵庫県 

住宅再建共済基金制度の見直し、兵庫県国際交流協会の海外事務所廃止方針な 

ど、公社等のあり方や担う事業の見直しが進められている。また、ひょうご農林 

機構の分収造林事業については、債務整理に係る特定調停の成立や、新たな森林 

管理スキームへの移行に向けた取組が進展しており、今後も森林所有者や関係市 

町等の理解を得ながら、適切かつ丁寧な対応を着実に実施すべきである。一方 

で、継続的に当期収支が赤字となっている団体も一部見られることから、公社等 

運営評価委員会による点検・評価等を踏まえ、事業の必要性や効率性を不断に検 

証し、経営の安定化に向けた執行体制の見直しを一層推進するとともに、透明性 

の高い運営に引き続き取り組む必要がある。 

 

(2)行政運営 

    ① 組織 

芸術文化・スポーツ振興やワールドマスターズゲームズ2027関西大会の開催

準備、特殊詐欺対策の強化、上下水道事業の基盤強化、新たな森林管理スキー

ムへの移行、県庁舎整備の推進など、県政の重点課題を着実に推進するための

組織体制の整備が進められている。また、児童虐待対応に伴う一時保護体制の

充実や教育DXの推進、部活動改革、特別支援教育の充実など、県民生活に密接

に関わる分野においても必要な体制強化が図られている。さらに、特殊詐欺や
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匿名・流動型犯罪グループ対策、サイバー対処能力の向上など、安全・安心な

地域社会の実現に向けた取組も強化している。今後も社会情勢や県民ニーズの

変化を的確に捉えながら、限られた行政資源を有効活用した実効性の高い組織

運営を着実に進められたい。 

 

② 職員 

職員については、一般行政部門の職員数を平成30年４月１日時点を基本として 

配置するとともに、児童福祉司・児童心理司の増員や医療機能の充実に伴う医療 

職員の確保など、法令等に基づく適正な配置が行われている。また、会計年度任 

用職員についても業務量に応じた配置が行われている。引き続き、少子高齢化の 

進行や医療・福祉ニーズの増加など行政需要の変化に的確に対応し、効率的かつ 

持続可能な執行体制の構築を着実に進められたい。給与面では、職員のモチベー 

ション向上や人材確保に配慮しながら、引き続き適切な対応を講じられたい。 

 

③ 県庁舎再整備 

新庁舎等整備については、災害対応力の強化や行政効率化、県民の交流機能の 

   充実を図る観点から、基本構想に基づき着実に検討を進められたい。一方で、厳 

しい財政状況も踏まえ、事業費の精査や規模の適正化に十分留意しつつ、県民の 

理解を得ながら計画的に取り組まれたい。 

 

④ 新しい働き方の推進 

テレワーク環境の整備やフレックスタイム制の活用促進、男性職員の育児休業 

取得支援など、職員が柔軟かつ多様な働き方を実践できる環境整備が進められて 

いる。また、電子決裁の推進やペーパーレス化、行政手続のオンライン化、ノー 

コードツールや生成 AI の活用促進など、ICT を活用した業務改革についても着 

実に推進されている。一方で、テレワーク環境に対する満足度や新しい働き方に 

関するアクション計画の達成率、行政手続のオンライン利用率等には改善の余地 

がみられるほか、超過勤務についても引き続き縮減に向けた取組が必要である。 

引き続き、県民サービスの質の確保を図りつつ、整備した制度やデジタル環境の 

効果的な活用による業務改革と新しい働き方の定着を進めるとともに、職員のエ 

ンゲージメント向上や働きやすい職場環境づくりに積極的に取り組まれたい。 

 

⑤ 人材育成 

人材マネジメント方針に基づき、職員採用試験の見直し等を通じた優秀かつ

多様な人材の確保、効果的な職員研修の実施による能力向上、自律的なキャリ

アビジョンを踏まえた適材適所の人員配置、さらには適正な人事評価の実施と

その結果の活用など、人事施策全般について一貫した理念の下で総合的に推進

されている。 
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女性職員の活躍推進についても、女性ロールモデルの情報発信、ネットワー

クづくり、キャリアアップ研修の充実など、多面的な支援を通じて、女性職員

が自らのキャリアを主体的に築ける環境整備が着実に進められているとともに、  

積極的な登用も進められている。 

今後も、職員一人ひとりが高いモチベーションを維持し、複雑化・多様化す

る行政課題に的確に対応できる組織であり続けるため、人材マネジメントの取

組を一層充実・強化していく必要がある。 

 

⑥ 地方分権への取組 

地方分権改革の推進に向け、国の提案募集に対してR6年度を上回る提案を積 

極的に行うとともに、全国知事会や関西広域連合と連携した働きかけを継続し 

ている。また、県と市町の役割分担を踏まえた権限移譲の推進や移譲後の支援 

の実施は、地域の実情に応じた行政運営の充実につながる取組である。関西広 

域連合においては、広域防災をはじめとする広域事務を着実に実施するととも 

に、「関西広域産業共創プラットフォーム事業」の推進やワールドマスターズ 

ゲームズ2027関西に向けた取組など、関西全体の活性化に資する施策が展開さ 

れている。今後も、府県域を超える広域課題への対応や地方分権改革のさらな 

る推進に加え、規制改革や行政手続の簡素化を通じて、住民や事業者の利便性 

向上につながる取組を一層進める必要がある。 

 

(3) ひょうご事業改善レビューの実施 

令和７年度は、事業改善型、指標点検型に加え、レビュー後の改善状況を検証す 

るフォローアップ型を導入するとともに、好事例の横展開も行い、事業改善の実効 

性向上とＰＤＣＡサイクルの強化が図られている。今後は、フォローアップ結果や 

外部委員会で得られた知見を全庁的に共有し、職員の自律的な政策形成能力の向 

上や事業改善の取組を促進するとともに、限られた財源の中で、必要性のある事業 

の効果的・効率的な施策展開を一層推進していくことが必要である。 

 

４ 持続可能な財政運営に向けて 

（県内経済状況） 

県内経済は、雇用・所得環境の改善や設備投資の増加などを背景に、一部に弱 

めの動きがみられるものの、緩やかに回復している。一方で、物価上昇や人手不 

足、エネルギー価格や金利の動向等により、県民生活や中小企業を取り巻く環境 

は依然として厳しい状況にある。県においては、地域経済の活性化や産業競争力 

の強化、交流人口の拡大等を通じて、県内経済の持続的成長と地域活力の向上に 

向けた取組を一層強化されたい。 
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（県の財政状況） 

県財政については、過去の震災関連県債の影響や、行革期間中に発行した財源 

対策債の償還負担、金利上昇の影響などにより、引き続き厳しい状況が見込まれ 

る。特に、想定を上回る金利上昇等の影響により、令和７年度決算では実質公債 

費比率が 18%を超え、起債許可団体となり、令和８年度当初予算では収支不足が生 

じるなど、財政運営は一層厳しさを増している。今後も、金利動向や物価高騰、 

社会保障関係費の増加等に伴う財政負担が見込まれ、財政運営の先行きは予断を 

許さない状況にある。 

また、過去の公共用地先行取得等事業債に係る不適切な事務処理が判明し、県 

財政に対する県民及び市場からの信頼確保が重要な課題となっている。 

県には、公債費負担適正化計画を着実に推進するとともに、今後の財政運営に 

関する検討を踏まえ、投資事業をはじめ歳入歳出全般にわたる改革を着実かつ強 

力に推進されたい。また、事業の必要性や効果、効率性等を重視した見直しを推 

進し、財政健全化と必要な投資の両立を図りながら、将来世代に過度な負担を残 

さない持続可能な財政運営の確立を最重要課題として取り組まれたい。 

さらに、公共用地先行取得等事業債に係る不適切な事務処理については、その 

経緯や原因を十分に検証した上で、実効性のある再発防止策を提示し、本審議会 

にも報告するとともに、着実に改善を図るべきである。これにより、財政運営の 

透明性を高め、県民及び市場からの信頼回復と信頼性の向上を実現されたい。 

 

（改革の進め方） 

厳しい状況にあっても、「躍動する兵庫」の実現に向け、人口減少対策、防災・

減災、地域経済の活性化、脱炭素化、行政サービスの向上など、多様な課題に的

確に対応していかなければならない。今後、持続可能な財政運営検討会において

各分野のあり方が議論されることも踏まえ、特定の分野にとらわれることなく、

すべての事業について必要性、効率性、有効性の観点から不断の検証を行い、真

に県民生活の向上と兵庫の持続的な発展につながる施策を重点的に推進されたい。 

また、南海トラフ地震等を見据えた防災・減災対策の強化や、大阪・関西万博 

の成果を活かした交流人口・関係人口の拡大、地域経済への波及効果を最大限創 

出されたい。 

新庁舎等整備については、災害対応拠点としての機能確保や働き方改革、デジ 

タル活用、元町周辺のにぎわい創出との調和を図りながら、県民に理解される丁 

寧な事業運営を推進されたい。 

今後、民間活力の活用、DX の推進や AI 活用、市町・国との連携強化などにより、 

県がプラットフォーム機能を十分に果たすとともに、限られた財源の有効活用を 

徹底されたい。 
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（総括） 

県政改革は、単なる歳出削減ではなく、「躍動する兵庫」の実現に向けた基盤づ 

くりである。県には、財政健全化と未来への投資を両立させながら、各分野の改 

革を着実に推進されることを強く求める。 

 

５ おわりに 

兵庫県が目指す「躍動する兵庫」の実現に向けては、人口減少や少子高齢化の進

行、自然災害リスクの高まりをはじめとする多様化・複雑化する課題に的確に対応

しながら、持続可能な行財政基盤を確立していくことが重要である。 

令和７年度は、県政改革方針に基づき、財政運営、行政運営、人材育成、事業改

善など各分野において着実な取組が進められた。一方で、財政運営の健全化や県民

の信頼確保に向けて真摯に取り組むべき課題も明らかとなった。 

今後は、「４ 持続可能な財政運営に向けて 」で示した課題や提言を踏まえ、財

政健全化と未来への投資の両立に向けた取組を着実に推進されたい。 

また、県民への説明責任を十分に果たし、県民との信頼関係の構築に努めるとと

もに、ガバナンスの徹底と職員が能力を最大限発揮できる組織づくりを進めながら、

改革の成果を着実に県民に還元していく必要がある。 

本審議会としては、県民、地域、企業、行政がそれぞれの役割を果たしながら連

携し、「躍動する兵庫」の実現に向けて、将来世代に責任を持った持続可能で信頼さ

れる県政運営を確立することを強く求める。 


